

２００８年９月４日

労働政策審議会職業安定分科会

労働力需給制度部会委員各位
全国労働組合総連合
議長 大黒作治
労働者保護の強化にむけた抜本改正を
今後の労働者派遣制度の在り方に関する意見書

全労働者の関心事であり、政治的にも焦眉の課題となっている労働者派遣制度の改正という重要な任務に取り組んでおられる労働力需給制度部会の委員各位に敬意を表する。審議中の労働者派遣制度についての全労連としての意見を述べる。

7月28日、厚生労働省の「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会」は「報告書」（以下では「研究会報告」と呼称）をまとめ、それを受ける形で、労働力需給制度部会で審議が進められている。そして、8月28日に開催された第１１８回労働力需給制度部会において、事務局は「今後の労働者派遣制度の在り方の論点について（たたき台）」を提起した。その内容は、日雇派遣の原則禁止などの前進面もあるものの、総じて言えば労働者保護の面でも、事業規制の面でも、きわめて不十分であるだけでなく、不適切な論点も含まれている。これでは、社会問題化している派遣労働の実態を改善することはできない。あらためて、派遣先企業に対する雇用責任の強化や非正規雇用の中でももっとも立場が弱い登録型派遣の見直しや不法行為からの労働者の救済措置など、実効性ある改正の審議を求めるものである。
労働者派遣法は１９８５年の制定以来、次々と規制緩和を行い、その結果、労働者の雇用・労働条件の劣悪化が急激に進んだ。平成２０年版労働経済白書でも、「本来は、多様な就業希望を実現するものとして期待された柔軟な就業形態は、企業にとってコスト負担の低い就業形態として活用されているが、それはコスト削減には有効であっても、労働者の職業能力の向上を通じた労働生産性の向上にはつながりにくい」と記されているほどである。この間、使用者は、低コストで手軽に使えていつでも解雇できる労働者の存在を前提とした「ビジネス・モデル」を成功事業として称揚し、業界大手から、中小零細企業にいたるまで、様々な産業で派遣労働を活用するようになった。しかも、現行法規すら守らず、事前面接等の労働者特定行為、期間制限違反、偽装請負や偽装出向、「データ装備費」などの賃金からの違法な控除、二重派遣、禁止業務への派遣、労災隠しなどの違法行為をも横行させている。その結果、日本社会に何がおきているか。
「多様な働かせ方」を保障する労働力需給システムである労働者派遣制度の普及は、企業利益を一時的に向上させたが、他方で生活困窮と将来不安におののくワーキング・プアを増やし、賃金・労働条件の水準を全般的に低落させ、就労モラルの低下や企業内における技能・技術の蓄積の衰退、消費の低迷、社会保障の支え手の崩壊、展望をなくした労働者の自殺や犯罪などを引き起こしている。不安定雇用が社会に引き起こす悪影響に思いをめぐらせれば、現行の労働者派遣制度を抜本改正し、事業規制と労働者保護との両方を強化することの社会的大義と必要性は明白である。

委員各位には、労働者派遣の解禁と規制緩和が生んだ様々な問題を放置すれば、社会がどうなってしまうのかを見据えながら、労働者派遣制度の改正を審議していただきたい。

労働者派遣制度は、労働者の権利を弱め、権利侵害を引き起こす構造をもっている。①派遣先企業は、労働者を現場で直接、指揮・監督する事実上の使用者であり、雇用責任を問われる立場にありながら、派遣元企業との商取引を媒介させることで雇用責任を免れることができてしまう。そのため、労働者を労働者でなく、手軽に取り換えられるモノ扱いするようになる。②一方、派遣元企業は、派遣先企業の契約確保を最優先し、派遣労働者の権利保護を後回しにしてしまう。その傾向は、いつでも雇い止めできる登録型で特に強くでる。要するに「間接雇用」「三面関係」など派遣制度の構造そのものが、労働者の権利侵害をおこしている。
したがって、現在の労働者派遣事業法には根本的な改正を加え、派遣労働があくまでも例外的な雇用契約であることを再確認し、「派遣労働者保護法」とすべきである。全労連の改正案の要点は添付資料のとおりであるが、以下では、「たたき台」に示された論点にそって、問題点を指摘する。
Ⅰ　「たたき台」の論点についての意見

１．日雇派遣について

　「たたき台」では、「日々又は30日以内の期間を定めて雇用する労働者について、原則、労働者派遣を行ってはならないものとする」とした。これまで契約期間の下限規制はされていなかったことからすれば改善といえるが、一方で「日雇派遣が常態であり、かつ、労働者の保護に問題ない業務等」について政令によりポジティブリスト化するとしている。行政の権限で容易に変更できる政令指定の手法は、禁止業務の解除など常に規制緩和の常套手段として機能してきたのであり、「たたき台」は、さらに「26業務以外」についても政令で拡大しようとしており、例外が無原則に拡大するおそれがある。
日雇派遣は、派遣元と派遣先の違法行為がもっとも著しい雇用形態であり、大手派遣事業者が事業停止や廃業に追い込まれるなどの事件も起きており、ただちに禁止すべきである。日雇派遣を禁止すると、労働者の短期で臨時的に働きたいニーズにこたえられなくなるとの意見もあるが、日々の雇用契約では、派遣元企業は労働者を教育訓練する余地もない。日雇労働がどうしても必要というケースについては、労働者の安全確保が確実なケースについてのみ、公的職業紹介で行えばよい。なお、「研究会報告」でも、日雇はあまりにも短期の雇用・就業形態であることから、法違反や労働災害の発生も多いとの指摘を紹介している。これをふまえ、職業紹介にあたるのは、派遣先を指導する立場にある行政（公共職業安定所）がふさわしいと考える。
　

２．登録型派遣の常用化について

（１）「たたき台」は、登録型派遣について、「これを禁止することは適当ではなく、むしろ、雇用の安定や労働者の保護に欠けるという問題点を解決しつつ、迅速な労働力需給調整という登録型派遣のメリットを活かした事業形態として位置付けていくことが適当」との「研究会報告」を前提とした見直しを提起している。全労連はこの前提自体を見直し、登録型派遣の原則禁止を打ち出しつつ、当面、例外的に認め、一定の経過期間中に常用型派遣に切り替える措置を講ずるべきと考える。
登録型派遣は、派遣期間中だけ派遣元と派遣労働者の雇用関係が成立する形態の派遣であり、派遣労働者に対する派遣元の雇用責任（労働者の保護にせよ、教育訓練にせよ）は十分果たされない。しかも、契約期間の中途解除や様々な違法行為、パワハラ・セクハラなどがおきた場合、派遣労働者が団交権を使って問題解決を求めても、当事者である派遣先が交渉を拒否するなど、直接雇用の有期労働契約よりも、労働者にとって不利な条件におかれる。単純化していえば、派遣元は事実上の職業紹介事業者に近く、派遣先の雇用責任を免れさせるためだけの役割を担っているともいえる。これらの実情をふまえ、登録型派遣は原則禁止とし、常用雇用型派遣のみを限定的に認めるとすべきである。
（２）現在、多くの登録型派遣で働く労働者が存在することから、禁止に向けての経過措置は必要と考える。「たたき台」の「登録型派遣の常用化」に関する論点は、経過措置の手法として検討に値する。「たたき台」は、「1年以上勤務している、期間を定めて雇用する派遣労働者等の希望を踏まえ、①期間を定めないで雇用する派遣労働者又は通常の労働者として雇い入れること、②期間を定めないで雇用する派遣労働者への転換を促進するための教育訓練等の措置を講ずること、③紹介予定派遣の対象とし、又は紹介予定派遣に係る派遣労働者として雇い入れることを通じて、派遣先での直接雇用を促進すること、のいずれかの措置を講ずる努力義務を派遣元事業主に課す」としている。

これについて、①紹介予定派遣では、事前面接などの採用行為を経たにもかかわらず、派遣先における「期間の定めのない雇用契約」に必ずしも結びつかないため、登録型と同様の不安定雇用であることから削除すること、②「1年以上勤務」の条件を外して派遣労働者の希望がある場合は常用型派遣への転換措置を速やかにとるとすること、③努力義務では実効性に欠けることから義務規定とすること、などの修正を求める。
３．派遣労働者の待遇の確保について

　「たたき台」は、この項目に関していくつかの重要な論点を扱っているため、順を追ってみていく。

（１）派遣労働者の賃金決定に関し、「たたき台」は「職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、賃金を決定する努力義務を派遣元事業主に課すこと。また、派遣先の同種の労働者の賃金を考慮要素の一つとして指針に明記すること」としている。派遣先の労働者との均等を配慮する視線が入った点は、それを否定した「研究会報告」よりも評価できるが、考慮要素の一つとするのでは不十分である。派遣労働者のリスクと即戦力たる専門性をふまえ、派遣先の同種の労働者の賃金を上回るものとすべきである。

（２）派遣労働者に対する教育訓練の実施については、努力義務では足りない。教育訓練こそが、職業紹介事業では足りないとされる派遣事業者の存在意義にかかわるものであるから、義務規定とするべきである。また、適切な教育訓練が実施しうるかどうかを派遣事業の許可申請の際に厳格にチェックするものとすべきである。

（３）派遣労働者への均等待遇実現に向けて、派遣先からの必要な情報提供は欠かせない。当該措置に必要な情報提供は義務規定とする。

（４）いわゆるマージン率については、一般的な「事業運営に関する情報の公開義務」では足りない。個別の派遣契約について、当該派遣労働者に対し、派遣料金を示すことを義務化するべきである。また、ひどい事例ではマージン率が5割に至るものもあることから、マージン率の上限規制を行うとすべきである。
４．雇用契約申込義務について

　「期間の定めのない雇用契約の派遣労働者について、労働者派遣法第40条の５（雇用契約申込義務）の適用対象から除外すること」としているが、これには反対である。派遣労働者は、派遣先の指揮命令者に対して不満や要求があっても、雇用責任や団交応諾義務を問えず、権利の制約を受けている。これは派遣元での雇用が安定していても同じである。派遣元が派遣先に対し、当該派遣労働者の要求実現に向け、交渉に尽力することなど、実態としてほとんどなく今後も期待し難い。また、この論点の措置は、派遣先の職場についてみれば、常用代替が促進することと同じ意味をもつ。派遣先の職場において恒常的に働く労働者は、派遣先で直接雇用するという原則を堅持すべきである。
５．労働力需給調整機能の強化について

（１）特定を目的とする行為について
　「期間の定めのない雇用契約の派遣労働者について、特定を目的とする行為を可能とする」としているが、これには反対である。期間の定めのない雇用契約の派遣労働者であっても、派遣先から事前面接を受けて派遣を拒否されたとすれば、それをもってただちに解雇とはならないまでも、当該労働者の将来の雇用関係に甚大な影響を与える可能性は高い。また、派遣先に人を特定させるという、人事権をもたせるに等しい行為を認めることは、派遣元の人事権を否定することにほかならず、それは派遣元をして、罰則をもって禁止されている労働者供給事業となんら変わらないものにしてしまう。職業安定法の基本に抵触する本論点は削除すべきである。
（３）グループ企業派遣等について

①「グループ企業（連結会社）内の派遣会社が一の事業年度中に当該グループ企業に派遣する人員の割合を8割以下とする義務を派遣元事業主に課す」としているが、8割もグループ内に派遣する行為は、常用雇用代替を目的とした「もっぱら派遣」にあたるとみるべきである。少なくとも5割未満に制限すべきである。
６．法令違反等に対処するための仕組みの強化について

（１）違法派遣是正のための派遣先での直接雇用
　「適用除外業務への派遣、期間制限違反、無許可・無届け違反、いわゆる偽装請負の場合について、派遣先に対し行政が従前以上の条件で雇用契約を申込むことを勧告できることとする」としているが、勧告に従わない場合の措置が企業名公表程度では、直接雇用に結びつけることはほぼ不可能と考える。

違法な派遣契約を結び、労働者を実際に使用していた派遣先に、雇用関係があったとみなす措置が妥当である。
（２）派遣先の法違反に対する是正措置の強化

　違法派遣状態についての指導が入ると、そのとき限りの是正対応をとり、また、違法を繰り返す派遣元、派遣先は数多い。指導前置を廃止し、勧告できることとすることには賛成する。なお、「研究会報告」では「みなし雇用」制度の導入を否定する文脈で、指導前置の廃止が議論されているが、それは妥当ではない。派遣制度改正にあたっては、「みなし雇用」の導入とあわせて、行政による是正措置の強化がはかられるべきである。
（３）労働者派遣事業の許可要件・欠格事由

　違法行為を行った派遣元事業主が、許可取消しを逃れて事業廃止届を提出して再度許可をとったり、別の法人を設立するなど処分逃れをするケースは後を絶たないといわれる。欠格事由の規定の整備は重要である。許可要件とあわせ、審議会で議論し、安易な派遣事業参入を認めないこととするべきである。
Ⅱ　全労連の求める労働者派遣制度の改正内容

全労連の求める労働者派遣法の抜本改正の概要は以下とおりである。派遣法の目的についての改正を含め、「たたき台」の論点に以下の視点を盛り込むことを求める。
１　法律の目的に、派遣法が労働法体系の例外的限定的政策立法としての性格であることを明記し、以下の事項を列挙すること。
　①　派遣労働者の権利保護（差別禁止・均等待遇、雇用の安定、賃金保障、福利厚生等）

　②　直接雇用原則、常用代替禁止

　③　派遣が臨時的・一時的なものであること

２　登録型派遣は原則禁止（３年の経過措置をとる）。日雇派遣はただちに禁止。派遣は常用型のみとするが、認められる業務については、専門性が高く、かつ安全衛生上の問題が生じない業務に限定する（現行の専門26業務については見直しが必要である）。
３　派遣期間の制限は以下のとおりとする。

①　派遣期間は1年を上限とする。1年を超えて派遣労働者を使用する場合は、派遣先が直接雇用する義務を負うものとする。

②　派遣先は派遣受入の可否、受入の期間、派遣期間満了後の雇用申し入れ、就労条件について、派遣先の労働組合や労働者代表と事前に協議・合意するものとする。

③　整理解雇後の１年間は派遣導入を禁止する。
４　直接雇用の申し入れ義務について
　①　派遣期間を超える派遣労働者への雇用申し入れは派遣先企業の義務とし、雇用形態は期間の定めのない常用雇用とする。

②　派遣労働者を派遣先が直接雇用した場合は当該事業所の同種・類似の業務の労働者と賃金・労働条件を均等待遇とすること。派遣先に直接雇用されて以後の労働条件が派遣労働者として働いていたときより低下することがないよう、「均等待遇」を義務付ける。

５　紹介予定派遣を禁止する

　紹介予定型派遣は有料職業紹介を前提としたもので、派遣法の趣旨とは矛盾する制度である。派遣期間は事実上の試用期間だが、直接雇用契約での試用期間とは異なり、派遣期間中の契約打ち切りや派遣期間満了時で直接雇用しないとされる場面においても、解雇権濫用法理が適用されないため、禁止する。

６　事前面接の禁止を厳格に行い、罰則を強化する。
７　派遣元事業主の制限
①　派遣事業主の許可基準を厳格化し、貸金業との兼業は禁止する。

②　グループ企業派遣については、派遣元がその労働者の2分の1以上を特定の企業に派遣することを「もっぱら派遣」として禁止する。

　

８　派遣先の雇用責任の強化

①　法律に基づかず違法に労働者派遣を受け入れた派遣先は、その派遣労働者を直接雇用しなければならない（みなし規定）。なお、受入企業は、受け入れた労働者が働き始めた時期にさかのぼって使用者責任を果たさなければならない。

②　派遣先事業主は派遣労働者が加入する労働組合の団体交渉に誠実に対応しなければならない。

③　派遣先は派遣元の倒産等で派遣労働者に対する賃金未払いが生じたときは、派遣先もその責任を負うものとする。

④　労働保険・社会保険料のうち、使用者負担分は派遣先も負担するものとする。

⑤　妊娠・出産・育児・介護のための保障措置は派遣元のみでなく、派遣先も責任を負う。

⑥　派遣労働者の有給休暇は派遣元と派遣先が責任を持って取得させる措置を講じなければならない。派遣労働者の希望する時季に付与すること、有給取得中の代替派遣を派遣契約に明記する。　

⑦　派遣労働者の個人情報保護について、派遣元のみでなく、派遣先の責任を明確にし、違反した場合の罰則を強化する。

　
９　派遣労働者の雇用の安定と権利確保について

①　就労条件明示を厳格に行わせ、派遣先が就労条件明示書に記載された業務と異なる業務を労働者に強要することへの罰則を強化する。

　②　派遣元のマージン率の上限を規制する。また派遣元は労働者に対してマージン率を示すことを義務付ける。

③　交通費の全額支給の義務付け。

④　労働条件と社会保険・労働保険（雇用保険と労災保険）にかかわる派遣元と派遣先の共同責任を法律本体で明確にする。これらの保険に入っていない労働者を派遣先が受け入れることを禁止する。受け入れたときは、派遣先に直接雇用されたものとみなす。

⑤　派遣先で起きた労働災害については、派遣先と派遣元の共同責任とする。派遣先に労災保険料の支払い義務を課す。（注 　労働安全衛生の派遣元・派遣先責任）

１０　罰則強化

　違反企業の営業停止、企業名公表、罰金等の罰則を強化すること。違反企業から

派遣を受入れていた企業も同様の罰則を適用するものとする。

以上
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